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11 2012（平成24年）

　消費税率引上げに際して、価格への消費税額上乗せや、端数処
理の方法を決定する等、共通の利益を求める特定事業者団体の共
同行為のこと。カルテルを結ぶことは独占禁止法違反になります
が、中小卸売業者や下請業者が、適正に消費税を転嫁し納入でき
るよう、特例措置が検討されています。

消費税の転嫁カルテル

11月の税務と労務11月（霜月）NOVEMBER
 3日・文化の日
 23日・勤労感謝の日
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国　税／ 10月分源泉所得税の納付
 11月12日

国　税／ 所得税予定納税額の減額承
認申請 11月15日

国　税／ 所得税予定納税額第2期分
の納付 11月30日

国　税／ 9月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 11月30日

国　税／ 12月、3月、6月決算法人の
消費税等の中間申告 
 （年3回の場合） 11月30日

国　税／ 3月決算法人の中間申告
 11月30日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告
 （年3回の場合） 11月30日

地方税／ 個人事業税第2期分の納付
 都道府県の条例で定める日

※税を考える週間　11月11日～11月17日
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雇
用
保
険
の
賃
金
日
額
、
基
本
手

当
日
額
等
が
変
更
さ
れ
、
平
成
二
十

四
年
八
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
五
年

七
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
適
用
さ
れ

ま
す
。

　

基
本
手
当
日
額
の
算
定
の
基
礎
と

な
る
賃
金
日
額
の
範
囲
等
に
つ
い
て

は
、
毎
月
勤
労
統
計
の
平
均
定
期
給

与
額
の
変
動
に
応
じ
て
毎
年
自
動
変

更
さ
れ
ま
す
。
こ
の
毎
月
勤
労
統
計

の
平
成
二
十
三
年
度
の
平
均
定
期
給

与
額
（
同
年
度
の
各
月
に
お
け
る
平

均
定
期
給
与
額
の
平
均
額
）
が
前
年

度
に
比
べ
て
約
〇
・
二
％
低
下
し
た

こ
と
か
ら
、
こ
の
低
下
率
に
応
じ
て

金
額
が
引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

⑴
　
賃
金
日
額
及
び
基
本
手
当
日
額

の
上
限
・
下
限
額

　
　

賃
金
日
額
及
び
基
本
手
当
日
額

の
上
・
下
限
額
は
、
表
１
、２
の

と
お
り
で
す
。
こ
れ
ら
は
年
齢
階

層
別
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、

離
職
日
の
年
齢
に
よ
り
給
付
額
が

大
き
く
異
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
基
本
手
当
日
額
の
下
限
額

は
一
律
一
、八
五
六
円
で
八
円
引

き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　
　

た
と
え
ば
、
六
〇
歳
以
上
六
五

歳
未
満
で
離
職
し
た
（
受
給
資
格

者
）
場
合
の
基
本
手
当
日
額
の
上

限
は
六
、七
五
九
円
で
す
が
、
六
五

歳
以
上
（
高
年
齢
受
給
資
格
者
）

に
な
る
と
六
、四
四
〇
円
と
な
り
一

日
当
た
り
三
一
九
円
少
な
く
な
る

他
、
被
保
険
者
期
間
が
二
〇
年
以

上
あ
る
受
給
資
格
者
の
所
定
給
付

日
数
は
一
五
〇
日
で
す
が
、
高
年

齢
受
給
資
格
者
の
場
合
は
五
〇
日

と
三
分
の
一
に
な
り
、
全
て
受
給

し
た
と
き
の
受
給
額
は
前
者
の
場

合
は
一
〇
一
万
三
、八
五
〇
円
、
後

者
の
場
合
は
三
二
万
二
、〇
〇
〇
円

と
な
り
約
七
〇
万
円
も
の
差
が
生

じ
ま
す
。

⑵
　
失
業
中
に
労
働
し
て
収
入
を
得

た
場
合
の
基
本
手
当
の
減
額
に

か
か
る
控
除
額

　
　

自
己
の
労
働
に
よ
り
収
入
を
得

た
場
合
は
、
収
入
額
に
応
じ
て
基

本
手
当
が
減
額
ま
た
は
不
支
給
と

な
り
ま
す
が
、
そ
の
控
除
額
が

一
、二
九
九
円
か
ら
一
、二
九
六
円

に
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

⑶
　
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
支
給

限
度
額

　
　

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
は
、
雇

用
保
険
被
保
険
者
期
間
が
五
年
以

上
あ
る
六
〇
歳
以
上
六
五
歳
未
満

の
一
般
被
保
険
者
が
、
原
則
と
し

て
六
〇
歳
以
降
、
六
〇
歳
到
達
時

点
に
比
べ
て
、
七
五
％
未
満
に
低

下
し
た
賃
金
で
働
く
場
合
に
、
最

大
で
新
賃
金
月
額
の
一
五
％
が
支

給
さ
れ
る
給
付
金
で
、
高
年
齢
雇

用
継
続
基
本
給
付
金
（
基
本
手
当

を
受
給
せ
ず
に
働
く
場
合
の
給
付

金
）と
高
年
齢
再
就
職
給
付
金（
基

本
手
当
を
一
〇
〇
日
以
上
残
し
て

再
就
職
し
た
場
合
の
給
付
金
）
が

あ
り
ま
す
。

　
　

本
給
付
金
と
賃
金
の
合
計
の
限

度
額
が
三
四
万
四
、二
〇
九
円
か

ら
三
四
万
三
、三
九
六
円
に
減
額
、

支
給
額
が
一
、八
五
六
円
以
下
で

あ
る
と
き
は
本
給
付
金
は
支
給
さ

れ
ま
せ
ん
。

⑷
　
育
児
休
業
給
付
金
の
上
限
額

　
　

育
児
休
業
給
付
金
は
、
一
般
被

保
険
者
が
、
原
則
と
し
て
一
歳
未

満
の
子
を
養
育
す
る
た
め
に
育
児

休
業
を
取
得
し
た
場
合
で
あ
っ

て
、
休
業
開
始
前
二
年
間
に
賃
金

支
払
基
礎
日
数
が
十
一
日
以
上
あ

る
月
が
十
二
カ
月
以
上
あ
る
と
き

等
の
要
件
を
満
た
し
た
と
き
に
支

給
さ
れ
ま
す
。

　
　

一
支
給
対
象
期
間
の
支
給
額
は

「
休
業
開
始
時
賃
金
日
額
×
支
給

日
数
（
原
則
三
〇
日
）
×
五
〇
％
」

相
当
額
で
す
が
、
上
限
が
あ
り
、

今
年
度
は
二
一
万
五
、一
〇
〇
円

か
ら
二
一
万
四
、六
五
〇
円
に
引

き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　
　

ち
な
み
に
、
休
業
開
始
時
賃
金

月
額
の
上
限
額
は
、
四
二
万
九
、三

〇
〇
円
（
従
前
は
四
三
万
二
〇
〇

円
）
で
す
。

⑸
　
介
護
休
業
給
付
金
の
上
限
額

　
　

介
護
休
業
給
付
金
は
、
介
護
休

雇
用
保
険
の

　

基
本
手
当
日
額
等

　

　
　
　
　
　
　
が
変
更
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業
開
始
前
二
年
間
に
、
賃
金
支
払

基
礎
日
数
が
十
一
日
以
上
あ
る
月

が
十
二
カ
月
以
上
あ
る
一
般
被
保

険
者
が
、
家
族
を
介
護
す
る
た
め

に
休
業
を
し
た
と
き
に
支
給
さ
れ

ま
す
。

　
　

支
給
額
は
、「
休
業
開
始
時
賃

金
日
額
×
支
給
日
数
（
原
則
三
〇

日
）
×
四
〇
％
」
相
当
額
で
、
今

年
度
の
限
度
額
が
三
六
〇
円
引
き

下
げ
ら
れ
て
一
七
万
二
、〇
八
〇
円

か
ら
一
七
万
一
、七
二
〇
円
に
な

り
ま
し
た
。

⑹
　
就
業
促
進
手
当
（
①
再
就
職
手

当
、
②
常
用
就
職
支
度
手
当
、

③
就
業
手
当
）
の
上
限
額

①
　
再
就
職
手
当

　
　

受
給
資
格
者
が
就
職
等
に
よ
り

安
定
し
た
職
業
に
就
い
た
場
合
で

あ
っ
て
、
基
本
手
当
の
支
給
残
日

数
が
所
定
給
付
日
数
の
三
分
の
一

以
上
あ
る
こ
と
な
ど
の
要
件
を
満

た
し
た
場
合
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
　

支
給
額
は
、「
支
給
残
日
数
×

五
〇
％
（
支
給
残
日
数
が
三
分
の

二
以
上
あ
る
と
き
は
、
六
〇
％
）

×
基
本
手
当
日
額
」
で
、
限
度
額

（
表
３
参
照
。
②
、
③
も
同
じ
）

が
あ
り
ま
す
。

②
　
常
用
就
職
支
度
手
当

　
　

受
給
資
格
者
等
の
う
ち
、
障
害

が
あ
り
就
職
が
困
難
な
者
等
が
安

定
し
た
職
業
に
就
い
た
場
合
で
あ

っ
て
、
支
給
残
日
数
が
所
定
給
付

日
数
の
三
分
の
一
未
満
で
あ
る
こ

と
等
一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
場

合
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
　

支
給
額
は
、「
九
〇
（
九
〇
日

未
満
で
あ
る
場
合
に
は
、
支
給
残

日
数
（
四
五
を
下
回
る
場
合
は

四
五
））
×
四
〇
％
×
基
本
手
当

日
額
」
で
す
。

③
　
就
業
手
当

　
　

受
給
資
格
者
が
再
就
職
手
当
の

支
給
対
象
と
な
ら
な
い
常
用
雇
用

等
以
外
の
形
態
で
働
い
た
場
合
で

あ
っ
て
、
基
本
手
当
の
支
給
残
日

数
が
所
定
給
付
日
数
の
三
分
の
一

以
上
、
か
つ
、
四
五
日
以
上
あ
る

な
ど
一
定
要
件
に
該
当
す
る
場
合

に
支
給
さ
れ
ま
す
が
、
基
本
手
当

の
三
割
分
の
就
業
手
当
を
受
け
る

と
、
そ
の
日
に
つ
い
て
は
基
本
手

当
を
受
給
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
、

高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
は

支
給
さ
れ
な
く
な
り
ま
す
の
で
、

留
意
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　
　

支
給
額
は
、「
就
業
日
数
×
三
〇

％
×
基
本
手
当
日
額
」
で
す
。

表１　賃金日額の上・下限額
受給資格に係る離職日の年齢 上　限　額 下　限　額

30 歳未満、65歳以上 12,910 円→ 12,880 円

2,330 円→ 2,320 円
30歳以上 45歳未満 14,340 円→ 14,310 円

45歳以上 60歳未満 15,780 円→ 15,740 円

60歳以上 65歳未満 15,060 円→ 15,020 円

表２　基本手当日額の上・下限額
受給資格に係る離職日の年齢 上　限　額 下　限　額

30 歳未満、65歳以上 6,455 円→ 6,440 円

1,864 円→ 1,856 円
30歳以上 45歳未満 7,170 円→ 7,155 円

45歳以上 60歳未満 7,890 円→ 7,870 円

60歳以上 65歳未満 6,777 円→ 6,759 円

表３　就業促進手当の上限額
①、②の基本手当日額の上限額 ③の１日あたりの上限額

60 歳未満 5,885 円→ 5,870 円 1,765 円→ 1,761 円

60歳以上 65歳未満 4,770 円→ 4,756 円 1,431 円→ 1,426 円
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　新たに実施されている国民年金保険
料の後納制度について教えてください。

　平成24年10月1日から平成27年9月
30日までの3年間の時限措置として、
国民年金保険料の後納制度がスタート
しました。

　国民年金保険料の納期限は2年間で、そ
れを超えると時効によって納付することが
できなくなります。そこで、厚生労働大臣
の承認を受けた過去10年間に納め忘れた
（滞納した）保険料について、時効により
納付できなかった期間の保険料を納付する
ことができる改正が行われました。
　本制度は、保険料を免除等された者に限
定される「追納制度」とは異なり、保険料
を滞納した者が対象となる救済措置です。
ただし、後納制度が施行されても国民年金
保険料を徴収する権利が納期限から2年を

経過した時点で時効により消滅することに
ついては変更ありません。
　保険料後納制度を利用することで、老齢
基礎年金額を増やすことはもちろん、納付
済期間及び合算対象期間を合計しても老齢
年金の受給権を得るために必要な原則25
年以上という要件を満たせない者が年金の
受給資格を得られる場合があります。
　ただし、65歳から支給される老齢基礎
年金を60歳以後から繰り上げて受給して
いる者は、この制度を利用することはでき
ません。
　実際に納付する保険料は、当時の国民年
金保険料の額に一定額を加算した額となり
ます。この加算額は、保険料を全額免除さ
れた者が追納する場合に加算される金額と
同額で、両者ともに毎年度改定されます。
　なお、毎月の国民年金保険料の納期限は、
原則として翌月末日と定められており、過
去1年間等に保険料の滞納期間があると、
障害基礎年金や遺族基礎年金を受給できな
くなる場合があります。

　会社の都合により休業した場合には、労
働者の生活を保障するために、その休業期
間中は平均賃金の6割以上の休業手当を支
払わなければなりません。
　平均賃金は、事由発生日の直前の賃金締
切日以前3カ月間に支払った賃金総額をそ
の総日数で割ったものですが、賃金が時間
給制、日給制、請負給制の場合には、賃金
総額をその期間中の稼働日数で割った額の
6割を最低保障額とする特例が設けられて
いて、いずれか高い方の額が平均賃金とな
ります。
　休業手当は賃金ですので、賃金5原則（通
貨払い、直接払い、全額払い、毎月1回以
上払い、一定期日払い）が適用され、違反
すれば罰則の対象となります。
　なお、休業手当も賃金であるため、雇用
保険料や社会保険料が徴収されます。

　
雇
入
れ
時
に
会
社
が
提
出
を
求
め

る
書
類
と
し
て
、
一
般
的
に
は
誓
約

書
（
社
員
と
し
て
守
る
べ
き
事
項
が

記
載
さ
れ
た
書
類
）、
身
元
保
証
書

（
会
社
に
損
害
を
与
え
た
社
員
に
賠

償
能
力
が
な
い
と
き
に
、
身
元
保
証

人
が
損
害
賠
償
の
責
任
を
負
う
こ
と

を
記
載
し
た
書
類
）、
履
歴
書
、
住

民
票
記
載
事
項
証
明
書
、
卒
業
証
明

書
、
成
績
証
明
書
等
が
あ
り
ま
す
。

　
会
社
は
、
各
事
業
場
ご
と
に
労
働

者
名
簿
の
作
成
が
義
務
づ
け
ら
れ
て

お
り
、
こ
れ
ら
の
書
類
は
そ
の
確
認

資
料
と
な
り
ま
す
。
さ
ら
に
通
勤
手

当
等
諸
手
当
の
要
件
や
支
給
額
を
決

定
す
る
た
め
に
も
利
用
さ
れ
ま
す
。

　
な
お
、
従
来
は
住
民
票
や
戸
籍
謄

本
な
ど
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
多

か
っ
た
の
で
す
が
、
現
在
で
は
、
住

民
票
記
載
事
項
証
明
書
で
必
要
事
項

を
確
認
す
る
よ
う
行
政
指
導
が
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

国民年金保険料の後納制度

休業手当
雇
入
れ
時
の
提
出
書
類

Q

A


